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当社グループは、「本質之直視」を企業哲学と定め、この哲学のもと「価値ある器材・ 

サービスを創出し、世界の発展に貢献する」ことを企業理念としております。 
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目次・報告にあたっての基本的要件 
【報告にあたっての基本用件】 
 
【報告対象組織】 
 当社グループの生産系サイト 
 海外グループ会社含む 

※集計範囲が異なるものもありますので、詳細は 
「報告対象組織の範囲と環境負荷の補足状況」 
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【次回発行予定】 
 2013 年 8 月末予定 
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【参考にしたガイドライン】 
 環境省「環境報告ガイドライン」 

（2007 年度版） 
 
【作成部署及び連絡先】 
 ＣＳＲ統括部 
 リスク管理グループ 
  環境管理ユニット 

 〒299-4395 千葉県長生郡長生村 
薮塚 1080 

TEL:0475-32-6095 
FAX:0475-32-6146                   

   
                                     

【お問合せＵＲＬ】 

https://www.futaba.co.jp/cgi-bin/environment/inquiry/entry.cgi 
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http://www.futaba.co.jp/environment/index.html 
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経営責任者の諸言 
当期における世界経済は、欧州での金融不安、米国での高い失業率や住宅価格の下落などの景気下振れ

リスクがありましたが、アジアを中心とした経済成長に支えられ全体として緩やかな回復基調となっております。 
国内経済は、東日本大震災の影響により依然として厳しい状況が続くなかで、緩やかに持ち直しているもの

の、電力供給の制約や原子力災害の問題、さらにはデフレの進行、雇用情勢の悪化懸念などがあり、先行き

不透明な状況が続いております。 
 
このような状況にあって、当社グループは、過去の経験にとらわれない新たな視点での技術の創生、中長期

的な事業の拡大と継続的な収益の改善を目標に事業を進めてまいりました。 
それらの施策として、本社部門にＣＳＲ統括部を新設し、地球環境の保全と継続的な改善による環境経営の

推進、コーポレート・ガバナンス体制のより一層の充実やリスク管理の強化などの諸施策に取り組み、業績の

回復と両立する経営管理システムの確立を推進していきます。 
 
 
 
 
 
 
 
この報告書は、当社グループ 2011 年度におけ

る、環境活動内容と成果をまとめました。 
 
 
 
 
 
報告書をご一読いただき、当社グループの環境

活動をご理解いただくとともに、皆様からの率直な

ご意見や今後の活動に対するご助言を頂ければ

幸いです。 
 

取締役社長 
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報告対象組織の範囲と環境負荷の 
補足状況 

当社グループは、グループ内の生産拠点を環境経営の範囲としております。 

当社グループの生産拠点と ISO14001 取得状況 
2012 年 3 月 31 日現在 

双葉電子グループ  生産拠点  製品  ISO14001 
取得状況 

双葉電子工業  
株式会社  

本社 － 1999 年 
開発研究所 ※1 － 1999 年 
茂原電子管 電子関連 1999 年 
長生電子管 電子関連 1999 年 
長生モジュール 電子関連 1999 年 
長生精機技術センター 生産器材 1999 年 
長生精機 生産器材 1999 年 
長生電子機器 電子関連 1999 年 
長生電子部品技術センター 電子関連 1999 年 
長南精機第一、長南精機第二 生産器材 1999 年 
睦沢精機 生産器材 1999 年 
明石精機 生産器材 1999 年 
松戸精機 生産器材 － 

国内生産関係会社  
小川精機株式会社 電子関連 2009 年 
双葉精密株式会社 生産器材 － 
サツキ機材株式会社 生産器材 － 

海外生産関係会社  

フタバ・コーポレーション・オブ・アメリカ 電子関連 － 
フタバ・コーポレーション・オブ・ザ・フィリピン 電子関連 2003 年 
台湾双葉電子股份有限公司（台湾） 電子関連 2002 年 
富得巴精模（深圳）有限公司（中国） 生産器材 2001 年 
フタバ・ジェイ・ティ・ダブリュー（タイランド）リミテッド 生産器材 2003 年 
フタバ（ベトナム）カンパニー・リミテッド 生産器材 2008 年 
双葉電子部品（恵州）有限公司（中国） 電子関連 2005 年 
双葉精密模具（中国）有限公司 生産器材 2008 年 
起信精機株式会社（韓国） 生産器材 取得準備中 
三一メガテック株式会社（韓国） 生産器材 取得準備中 
起信精密模具（天津）有限公司（中国） 生産器材 － 

環境負荷の捕捉状況 
本報告書内では、捕捉状況に応じて以下のように区別しました。 
① 国内サイト･･･双葉電子工業株式会社＋国内生産関係会社 
② 海外サイト･･･海外生産関係会社 
③ 連結サイト又は当社グループ･･･双葉電子工業株式会社＋国内生産関係会社＋海外生産関係会社 
④ 表記なし又は国内取得サイト･･･双葉電子工業株式会社＋小川精機株式会社 

※以降、海外生産関係会社名称につきましては、国名及び所在地名にて記載いたします。 

※1 開発研究所の機能は 2011 年 4 月より、各事業部門に移管しサイトを統合しました。 
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事業の概況 
事業概要について、2012 年 3 月 31 日現在の情報を記載しました。 
なお、詳細は当社ホームページ（http://www.futaba.co.jp/）でご覧いただけます。 

 
【 事業区分 】 

 

【連結の範囲に関する事項】 
連 結 子 会 社 数 ： 20 社 
非連結子会社数： 3 社 
関 連 会 社 数 ： 1 社 

 
【市場地域別売上高】 （連結） 単位：百万円 【事業区分別売上高】 （連結） 単位：百万円 
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事業の概況 
電子部品事業 
 

●主な製品 
蛍光表示管 
蛍光表示管モジュール 
有機ＥＬディスプレイ 

 
 

蛍光表示管は、STB（セット・トップ・ボックス）な

どの映像機器向けや音響機器向けへの CIG（チ

ップ・イン・グラス）タイプの拡販に取り組みました

が、東日本大震災の影響による需要の低迷に加

え、海外・国内市場で車載用途向けが伸び悩み、

売上げは前期を下回りました。 
蛍光表示管モジュールは、国内市場は娯楽用

途向けが横ばいで推移し、海外市場では計測機

器向けが売上げを伸ばしたものの、主力の POS
用途向けが低迷したことから全体の売上げは前

期を下回りました。なお、これまで培ってきた回路

技術や基板実装技術を応用したノンディスプレイ

モジュールの需要に対応するため、米国子会社

の工場拡張に着手しました。 
 
蛍光表示管（VFD）および有機 EL ディスプレィ

（OLED）を中心とする電子ディスプレィ分野、ま

た VFD 開発で培った薄膜技術を応用した投影

型静電容量方式のタッチパネルおよびそのモジ

ュール製品を通じてユーザーニーズを捉え、いち

早く市場に新製品を投入すべく、研究開発を行っ

ております。 
 
VFD につきましては、IC 内蔵の CIGVFD（チ

ップ・イン・グラス VFD）の高デューティ化による低

電圧駆動 VFD など、製品ラインアップの拡大に

加え、ガラス基板上に TFT（薄膜トランジスタ）を

形成する方式の開発に着手しております。 
 
タッチパネルにつきましては、投影型静電容量

方式を採用したタッチパネルモジュールを開発し、

民生用途向けに量産を開始しました。今後は、車

載用途向けにも対応した製品開発を進めてまいり

ます。 

３７.７ ％ 
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事業の概況 
電子機器事業 
 

●主な製品 
ラジコン機器 
模型用エンジン 
ロボット用機能部品 

 
 

ホビー用ラジコン機器は、当期市場投入したハイエンド

空用プロポ「18MZ」や、中級モデル「8JG」が市場に高

評価をもって受け入れられ、好調に推移しましたが、欧

州・アジア市場における個人消費の低迷の影響から、売

上げは前期をやや下回りました。 
産業用ラジコン機器については、トラッククレーン向け

や農業関連向けなどのテレコントロール製品が好調に推

移したことから、売上げは前期を上回りました。 
模型用エンジンは、海外・国内市場共に、個人消費の落ち込みにより景気が低迷したことから、売上げは前期を

下回りました。 
また、ロボット用機能部品に使用されるコマンド方式サーボモーターは、前期に受注を獲得した、大手パートワーク

（分冊百科）販売会社への売上げが順調に推移しました。 
 
ホビー分野では、2.4GHz 双方向通信プロトコル FASSTest を完成さ

せ、新規開発したフラッグシップモデルである 18 チャンネルプロポに搭

載して市場に投入しました。また、周辺装置への展開として双方向センサ

ーユニットなどの開発を進めております。2.4GHz 帯のプロポも入門者用

から上級までの多様なニーズがあり、入門機や中級機についてモデルチ

ェンジを行うと共に、市場の要求である低価格に応えるための製品開発

にも注力しました。また、模型用ヘリコプター市場への商品展開として超

小型ジャイロセンサーを採用したジャイロの開発を進めております。 
一方、模型用サーボ・受信機分野では、ハイボルテージ対応のブラシレ

スサーボ・受信機を中心に、新たに提案した搭載時の配線を簡素化でき

るシリアル・バス・システム対応サーボ・受信機の品種拡大や機能向上に

努めました。さらに、サーボ技術の応用展開として、ロボット用機能部品

は、分冊百科に採用されホビーとして親しまれると同時に教育分野でも

使用されており、マスマーケットの新分野への用途拡大も期待されます。 
産業用ラジコンにつきましては、防災無線端末などの新分野をはじめ、トラッククレーン向けや農業関連向けなど

のテレコントロール、監視通報関連向けのデータ通信についても用途拡大をはかりました。また、将来の電波政策

を見据えた法律策定へも積極的に参画し、新市場の検討や次世代通信デバイスの検証も引き続き行っております。 
模型用エンジンでは近年、飛行機用として人気のあるガソリンエンジンの第二弾として軽量コンパクトな 2 サイクル

33cc エンジンを発売しました。これに続き、同エンジンのシリーズ化、4 サイクルエンジンの開発も開始しています。

また長年要望されていた飛行機用電動モーターを 6 機種、適合するモーターコントローラー3 機種を発売し、好評

を得ています。ロコ部門では最新の N700 系新幹線を発売し、鉄道愛好者の注目を集めています。 
 

１３.１ ％ 
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事業の概況 
生産器材事業 
 

●主な製品 
プレス金型用部品 
モールド金型用部品 
省力機器 

 
 

プレスおよびモールド金型用部品、プレシジョンプレートは、中国・

アセアン地域を中心に、新拠点開設を念頭においたマーケティング

を展開しました。韓国市場では自動車用途をはじめ、携帯電話用途

や家電用途が好調に推移したことから売上げは前期を上回りました。

中国市場では景気刺激策の終了による一般消費の減退に加え、欧

州金融不安に伴う製品輸出の低迷により、金型需要が減少したこと

から売上げは前期を下回りました。 
国内では、製造工程にロボットラインを導入して省人化をはかると

共に、今後も成長が期待されるエコカー用の電池・モーターなど環

境対応製品向けやレンズなどの精密分野に注力した結果、売上げ

は前期を上回りました。 
省力機器については、電子部品ディバイスの製造ライン向けなどが

順調に推移したことから売上げは前期を上回りました。 
また、金型用設計・発注支援ソフト「モールド図換」のリニューアル

に加え、金型内の圧力や温度のセンシングを行う「モールドマーシャ

リングシステム」やホットランナーなどの金型周辺装置の拡販に努め

ました。 
 
お客様への「トータルソリューション提供」を目指した商品力の強化や納期短縮・コストダウンのための省人化に加

え、成形関連商品では成長産業分野である二次電池、モーター関連部品の製造プロセス開発を推進しました。特

に二次電池関連では、積層方式リチウムイオン二次電池の電極抜き用途、包材成形用途として、金型・成形機・送

り装置を組み合わせた製造支援システム開発に取り組み、顧客への提案を開始しました。 
金型内の「見える化」を実現する「モールドマーシャリングシステム」では、幅広いユーザーニーズに応えるため、

光ファイバーを応用した樹脂流動速度計測・通過検出等の新規計測技術を開発し、商品化を進めております。また、

圧力計測システムは、海外で生産を展開する顧客向けに従来製品よりさらに耐環境性能を向上させたシリーズを

開発中であります。 
省力機器につきましては、プレス加工におけるフープ材送り装置である NC グリップフィーダのバリエーションを追

加して幅 300 ミリまで対応可能なプロトタイプを開発しました。 
金型設計・発注支援ソフトの「モールド図換」は、進化するオペレーションシステム/パソコンハード環境に追従する

ためのリニューアルを行い「MOLDZUKAN」の名称で 2012 年 1 月に国内市場へ販売を開始しました。現在は海

外向け仕様を開発中であります。 
加工技術面では、高度な機材の生産要求に対応するため、超高精度加工・形状加工・微細加工・熱処理等にお

ける技術開発・技術蓄積を継続しております。 
生産技術面では、海外展開も視野に入れたロボット生産システムの開発を継続しております。 
 

４９.２ ％ 
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環境配慮の取り組みと 2011 年度の実績 
環境マネジメント 

実施計画  2011 年度目標と実績  中長期目標  参照 
ﾍﾟｰｼﾞ 

連結環境経営の推進 

目

標 
海外生産関係会社 2 社の取得支援 
国内関係会社の認証取得支援 

2012 年度内までに連結推進体制の構築 P. 3 
P.11 実

績 取得準備、継続実施 

法規制の遵守 

目

標 

1.規制値の遵守 
2.違反及び訴訟なし 
3.苦情（即時対応） 2010 年度内までに連結自主管理基準の構築 

 
法規制順守/継続実施 

P.15 
P.16 

実

績 

1.規制値違反なし 
2.違反及び訴訟なし 
3.苦情（報告なし） 

環境会計 実

績 2011 年度 ①2010 年度より連結サイトの公開/継続実施 P.31 
P.32 

EMS の着実な推進 

 環境教育、環境監査 

 緊急事態の準備及び対応 

目

標 
教育、監査計画に沿った活動と 
資格者の確保 

国内取得サイト 
 継続的実施 
連結サイト 
 連結サイトの支援と管理レベルの底上げ 

P.12 
P.13 
P.14 実

績 100%実施 

環境マネジメント 
実施計画  2011 年度目標と実績  中長期目標  参照

ﾍﾟｰｼﾞ 

温室効果ガス 

目

標 
国内サイトの CO2原単位を 
前年度対比 1%以上削減する。 

①内サイトの CO2原単位を 2012 年度までに

1990 年度比 8%削減 
②連結サイトの CO2原単位を 2012 年度までに

2004 年度比 8%削減 

P.25 
P.26 実

績 
1990 年度比 101.7% 
前年比 97.3% △2.7% 

廃棄物 

目

標 

1.国内での一般廃棄物の総排出量を

前年度比 10%以上低減。 
焼却処理量を総排出量の 3%以下

にする。 
2.国内での産業廃棄物の排出物を前

年度比 10%以上削減。 
総排出量の 99%以上をﾘｻｲｸﾙ又は

有価処理する。 

国内取得サイト 
①2008 年度にゼロエミッション達成 

(再資源化率：99%以上の維持) 
②ゼロエミッションの維持・継続 
 
連結サイト 
①2008 年度に連結目標達成に向け取り組み 

開始 
②2010 年度にゼロエミッション達成 
③ゼロエミッションの維持・継続 

P.27 
P.28 
P.29 

実

績 

1.国内での一般廃棄物の削減達成率

は 81.1%。ｻｰﾏﾙﾘｻｲｸﾙによりﾘｻｲｸ

ﾙ率 99%以上を継続推移した。有

価物を除いたﾘｻｲｸﾙ率は、99.9% 
2.産業廃棄物の廃棄量削減達成率は 

81.1%（再資源化率 99.9%） 
 再資源化達成率は、100.9% 

化学物質の管理 

目

標 

1.PRTR 物質の排出量を 
前年度比 10%削減 

2.PCB 廃棄物の保管場所を拡張する 
3.CFC 使用空調機の代替化 
4.RoHS 対応品種集計ｼｽﾃﾑ構築 
5.Pb・Cd ﾌﾘｰ製品の開発 

PRTR 物質の排出量 
①(国内取得サイト)2006 年度の実質生産高 
原単位を維持    (0.4t/100 億円) 

②(連結サイト)2010 年度末までに管理体制を 
構築 

PCB 廃棄物 
 PCB 廃棄物は期限内(～2016 年）の適性 

保管と処分 
フロンガス 
 オゾン層破壊物質の削減(CFC 使用空調機

を 2015 年までに代替化) 

P.29 
P.30 

実

績 

1.PRTR 物質の排出量 757.6%増加 
2.PCB 廃棄物の保管場所を拡張した 
3.CFC 使用空調機器の代替化(8 台) 
4.RoHS 指令対応部品の開発 
5.新規開発品種の Pb・Cd ﾌﾘー対応 

グリーン購入・調達 
グリーン調達 海外製品関連法規制の調査と対応 P.18 
グリーン購入 グリーン購入実施部門の拡大 P.18 
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事業活動のマテリアルバランス 
2011 年度の当社グループ連結サイトでの実績を集計しました。 
今後もマテリアルバランスの向上を目指し、取り組んでいきます。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

エネルキ゛ー使用量 
1,699,564 GJ 

(原油換算)ｷﾞｶﾞｼﾞｭｰﾙ 

電力 167,186 MWh 

LPG         135 t 

天然ｶﾞｽ 1,422 千㎥ 

灯油    46.2 kl 

重油･軽油   99.7 kl 

水資源投入量 

上水    897 千㎥ 

再生処理水 39 千㎥ 

物質投入量 

資材･原材料 86,103 t 

PRTR対象物質 198.7 t 

双葉電子工業 
グループ 

生産工場･関係会社 

双葉電子工業株式会社 

小 川 精 機 株 式 会 社 

台湾双葉電子股份有限公司 

富得巴精模(深圳) 
有限公司 

双葉電子部品(恵州) 
有限公司 

双葉精密模具(中国) 
有限公司 

FUTABA Corporation 
of The Philippines 

FUTABA 
JTW(Thailand)Ltd. 

FUTABA 
(Vietnam)Co.,Ltd. 

起信精機株式会社(韓国) 

大気への排出 

CO2   109,870  t 

SOx      0 .0 t未満 

N0x       0.125 t 

ばいじん 0.544  t 

水域への排出 

排水量   858 千㎥ 

BOD     15.2 t 

廃棄物総排出量 
4,076 t 

最終処分量 1,730 t 

再資源化量 2,347 t 

PRTR物質排出量 

廃棄処分量 40.2 t 

大気放出量    1.6 t 

ＩＮＰＵＴ ＯＵＴＰＵＴ 

製品群  



 

   - 10 - 
 

事業活動における環境配慮の方針 
環境経営推進の基本方針として環境方針を定めています。 

当社グループは、地球環境の保全と継続的な改善が当社の責務と捉え、環境報告書の継続的な社外公表や海外
に展開している関係会社の ISO14001 の認証取得を推進すると共に、グローバルに展開するため各種規制などへ
の迅速な対応体制を構築し、業績向上と両立する環境経営の実践を進めています。 

 

－ 環 境 方 針 － 
基本理念 

双葉電子工業株式会社は、自然の営みを尊重し、環境負荷の遺産を後世に残さないように、地球環

境の保全と継続的な改善に努め、人にやさしい工場環境の実現を目指して行動します。 

環境スローガン 

     『 本質を直視して 
              環境負荷価値製品化の推進を 』 

行動指針 

■環境経営の推進 

1. 環境活動を企業の社会的責任の重要課題の一つとして認識して、経営方針と整合させた環境活動を推進す

る。 

2. 法的要求事項の順守はもとより、社会的期待を視野に入れた環境目的を設定し、目標達成により経営価値の

創出を図る。 

3. 日常活動に関る環境負荷の低減、汚染の予防などに繋がる環境活動に積極的に取り組み環境経営を継続

的に改善する。 

4. 関係会社や海外工場にも環境活動の推進を強化し、グローバルな環境改善活動を実施する。 

5. 組織に関連する全ての人の環境意識を高め改善活動に取り組む。 

■環境調和型製品の開発推進と環境負荷低減 

1. 資源の有限性を認識し、製品設計から流通に至るまで資源の有効化、ムダ取り施策を推進し、連結ゼロエミ

ッションを達成する。 

2. ＣＯ2排出削減、温室効果ガス排出削減に積極的に取り組む。 

3. 顧客価値を創造し、環境付加価値対応製品の開発に取り組む。 

■利害関係者との連携と貢献 

1. 地域社会や利害関係者に対し、環境技術や製品を提供しながら環境活動を通じて社会に貢献する。 

2. 環境方針を公開するとともに必要に応じて環境活動を開示し、相互理解に取り組む。 

 

この環境方針は双葉電子工業株式会社のすべての活動を包括しており、毎年１回見直しをする。 

取締役社長 
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● 国内サイト 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●環境会議 
（2 回/年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

            

 

 

 

                ●部門環境会議 
                    （毎月） 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

●部門環境管理責任者会議 
（2 回/年） 

● 海外サイト 

            

 

 

 

            

 

環境マネジメントシステムの状況 
環境マネジメントシステムの活動は、ＰＤＣＡのサイクルを回しながら、環境経営の一環と捉え国内の

みならず海外関係会社についても環境マネジメントシステムの活動推進支援を行い、グローバルな

環境活動を実践しています。 

◇◇推推進進体体制制   
双葉電子では、社長が環境マネジメントシステムの最高責任者とし、マネジメントレビューの一環として環境

方針の見直し、必要な資源の準備やシステムの有効性の評価を年間 2 回の環境会議（4 月･10 月）と、年間

2 回の部門環境管理責任者会議（7 月･1 月）で行っております。 

経営層の下には、環境管理総括責任者を配置し、当社グループ各サイト環境管理責任者を総括し、環境

マネジメントシステムの運用を円滑に進める責任と権限を有し、環境管理事務局・分科会を統括するとともに

海外サイトの環境マネジメントシステム推進強化についても統括しています。 

分科会は、「エネルギー分科会」「廃棄物・リサイクル分科会」「製品・技術開発分科会」の３つを設け、専門

の分野での環境対策に取り組んでいます。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

海外生産関係会社  

認証取得済み会社 ７社 
認証取得準備会社 ２社 

 

推進委員長 

環境管理 
総括責任者 

推進副委員長 

ｴﾈﾙｷﾞｰ分科会 

廃棄物･ﾘｻｲｸﾙ分科会 

製品･技術開発分科会 

環境管理 
事務局 

社 長 

環境管理担当役員 

各サイトより 

部門環境管理責任者 

ｻｲﾄ別環境管理責任者 

部門事務局 

ｻｲﾄ別環境事務局 

部門推進委員 

ｻｲﾄ内活動推進者 

環境管理責任者 

環境事務局 

活動推進者 

内部環境 
監査チーム 

内部環境 
監査チーム 
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環境マネジメントシステムの状況 
国内サイトでは部門環境管理責任者が部門事務局、部門推進委員を管掌し、サイトでの環境マネジメントシス

テムの推進と環境負荷の低減に取り組んでいます。 

◇◇環環境境会会議議   （（ 22 回回 // 年年））   
【第 24 回環境会議】2011/05/27 【第 24 回部門環境管理責任者会議】2011/07/22 

 

◇◇連連結結推推進進体体制制  

2011 年度も、当社グループの環境経営の範囲となる海外サイトの環境目標と活動結果を定期的に収集し、グロ

ーバルな環境活動の実績把握と推進支援活動を実施し、連結環境報告書の資料収集を実施しました。 

 

◇◇環環境境教教育育  
 
【2011 年度の教育実績】  

名   称  対象者  内   容  受講者 
延べ・名 

受講時間 
延べ・ｈ 

新入社員教育 新入社員 環境ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑの概要 37 37 
一般教育 全社員 環境ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ及び環境に関する教育 2,601 1,408 
特定業務要員教育 関係者 著しい環境影響を与えうる作業に関する教育 189 73 

専門教育 
関係者 業務に必要な資格・能力を取得するための教育 3 9 
関係者 製品の環境配慮をするための教育 － － 

内部環境監査員教育 
監査員 主任監査員養成研修 － － 

推進委員 内部環境監査員養成研修 － － 
部門推進委員教育 関係者 各サイトで環境ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑを推進する委員の教育 26 416 
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環境マネジメントシステムの状況 
環境マネジメントシステムを運用推進する上で必要となる環境教育と ISO14001 の適合状況を確認するた

めの環境監査を計画的に実施しています。 

◇◇環環境境監監査査  

環境マネジメントシステムへの適合性を確認する為に、年１回の内部環境監査と認証機関審査による定期審

査を受審しております。 
なお、内部監査での指摘事項については 1 ヶ月以内に是正処置が行われ、次回監査でフォローアップも実

施します。 
内部環境監査は、出来るだけ多くの改善を行う為に社内基準は厳しく作成し実施しています。 

【2011 年度の国内サイト監査実績】 
監査の名称 実施時期 受審サイト 指摘件数 

内部環境監査 2011 年度 全部門 重大 軽微 観察 合計 
12 72 12 96 

認証機関審査 2011 年 6 月 3 サイト 重大な不適合 軽微な不適合 要修正 改善提言 
0 1 12 7 

 
【2011/06 認証機関審査】                       【2011/06 認証機関審査】 

  

【2011 年度の海外サイト監査実績】 
監査の名称 実施時期 受審サイト 指摘件数 

内部環境監査 
 重大な不適合 軽微な不適合 観察事項 改善提言 
2011 年 6 月 中国(深圳) ― 4 ― ― 
2011年 11月 中国(恵州) ― 4 19 ― 

認証機関審査 2012 年 3 月 台湾 ― 1 18 1 

【海外サイトでの監査状況】 
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環境マネジメントシステムの状況 
緊急事態（地震、火災、爆発、流出などによる著しい環境影響）や事故等により、発生する状況を特定し、

その対応手順や緊急備品を準備し、可能な場合は、模擬訓練をすることで緊急事態や事故が発生しても

環境影響を最小限にする為の体制を整えています。 

◇◇緊緊急急事事態態へへのの準準備備及及びび対対応応   

 環境リスク低減の取組み 
環境汚染事故の未然防止の為、環境リスクの低減活動を当社グループ全体で進めています。 

(1)【緊急事態の特定】 
 事業活動に伴う様々な環境影響について、緊急事態事故発生時の環境影響の大きさを評価して、

緊急事態を特定しています。 

(2)【緊急事態の対応】 

 特定された緊急事態が発生した場合の連絡ルート・対応方法・措置方法・処置報告を手順化し、掲

示などで周知しました。 
 また、処置に使用する緊急備品（土嚢、油吸着材など）も準備しました。 

(3)【対応手順の確認】 
 テストが可能な対応手順は、定期的に模擬訓練が行われ対応手順の有効性を確認しています。 

 特定した緊急事態 
2011 年度は 18 件の緊急事態を特定し、模擬訓練を実施し対応手順を確認しました。実施された模擬訓

練の事例をご紹介します。なお、模擬訓練により発見された問題点は、手順書の改定などにより対応が完了
しています。 
 
【海外工場での模擬訓練の状況】 中国（恵州）工場での模擬火災消火訓練の様子 
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環境に関する規制の遵守状況 
環境に関連する法規制を遵守し、地球環境の保全と公害の未然防止に取り組むことは、事業者にとって

重要な責務です。 
環境活動の一環として、以下の法規制を遵守しています。 

◇◇適適用用さされれるる法法規規制制及及びびそそのの対対応応   

 法規制の特定と周知 
法規制改定情報サービスや定期的な確認作業にて入手した最新情報を基に、適用される法規制と遵守す

べき項目を特定し、環境規定に収録し関係部署に展開しています。 

（国内関連） 
分類  適用される主な法規制  法規の数 

法令 

公害関連 大気汚染防止法、水質汚濁防止法、浄化槽法、土壌汚染対策法など 9 
エネルギー関連 省エネ法、地球温暖化対策の推進に関する法律 2 
廃棄物関連 廃棄物の処理及び清掃に関する法律、資源有効利用促進法など 5 
化学物質関連 PRTR 法、消防法、毒物劇物取締法など 7 

都道府県条例  千葉県、兵庫県、大阪府、奈良県 4 
市町村条例  茂原市、明石市、睦沢町、長南町、長生村、松戸市 6 

協定  茂原市、明石市、長南町 3 

 遵守状況の確認 
法規制の遵守状況の確認は、関連部門の責任者による評価と、年間２回実施している内部環境監査にて

チェックしています。 
また、公害関連の法規制などに定められている測定は、外部測定機関にて定期的に行われています。測

定の依頼や計量証明書の確認は、施設管理部門ではなく環境管理事務局が行うことで監視の独立性を確
保し、問題発生時には是正要求を発行し、対策を関係部門に要求しています。 

【国内サイト公害関連法規制及び公害防止協定の遵守状況】  

項目 

サイト 茂原 長生 長南 睦沢 明石 小川精機 

対象施設 下水道放流水 
生産＋ 

浄化槽放流水 浄化槽放流水 浄化槽放流水 下水道放流水 浄化槽放流水 

区分 測定数 良・否 測定数 良・否 測定数 良・否 測定数 良・否 測定数 良・否 測定数 良・否 
水質  6 良 23 良 7 良 5 良 1 良 4 良 

 対象施設 ボイラー 
(天然ガス) 

ボイラー 
(天然ガス) 

焼鈍炉 
(天然ガス) 

ボイラー 
(灯油) ─ ― 

区分 測定数 良・否 測定数 良・否 測定数 良・否 測定数 良・否 測定数 良・否 測定数 良・否 
大気  2 良 6 良 4 良 1 良 ─ ─ ― ― 

 対象施設 敷地境界 敷地境界 敷地境界 敷地境界 敷地境界 敷地境界 
区分 測定数 良・否 測定数 良・否 測定数 良・否 測定数 良・否 測定数 良・否 測定数 良・否 

騒音 

朝(6:00 
～8:00) 

8 良 8 良 16 良 10 良 ─ ─ 2 良 

昼(8:00 
～18:00) 

8 良 8 良 16 良 10 良 4 良 2 良 

夕(18:00 
～22:00) 

8 良 8 良 16 良 10 良 4 良 2 良 

夜(22:00 
～翌 6:00) 

8 良 8 良 16 良 10 良 4 良 2 良 

 対象施設 敷地境界 敷地境界 敷地境界 敷地境界 敷地境界  
区分 測定数 良・否 測定数 良・否 測定数 良・否 測定数 良・否 測定数 良・否 測定数 良・否 

振動 

昼(8:00 
～19:00) 

8 良 8 良 16 良 10 良 4 良 2 良 

夜(19:00 
～翌 6:00) 

8 良 8 良 16 良 10 良 4 良 2 良 



 

 - 16 - 

環境に関する規制の遵守状況 
 海外サイトの遵守状況 

国内の法規制遵守状況のみならず、海外サイトの工場放流水の水質状態についても、日本の環境管理事

務局にて規制値内遵守状況を確認しています。 
規制値及び測定項目は、国及び工場立地場所により異なりますが、それぞれに適応した基準値内への管

理を行っています。 

 【海外サイトの工場排水の基準値と実測値】 

項目 
国および工場 台湾 フィリピン 中国(恵州) 中国（深圳） 中国（昆山） 
対象施設 生産廃水処理放流水 生産廃水処理放流水 生産廃水処理放流水 浄化槽放流水 下水道放流水 

区分 単位 基準値 実測値 基準値 実測値 基準値 実測値 基準値 実測値 基準値 実測値 

水質 

ｐH ─ 6.0～9.0 7.7 6.5～9.0 7.2 6.0～9.0 7.4 6.0～9.0 7.2 6.0～9.0 7.5 
COD mg/ℓ 100 2.9 100 37 500 121 90 16 500 121 
BOD mg/ℓ 30 ＜1 50 5.3 300 87 20 0.5 ― ― 
SS mg/ℓ 30 ＜1 70 3.9 400 162 60 5 400 6 
n ﾍｷｻﾝ(鉱油) mg/ℓ ― ― ― ― ― ― ― ― ― 18.9 
総リン mg/ℓ ― 1.7 ― 2.1 0.5 ― ― 0.5 ― ― 

 

項目 
国および工場 ベトナム タイ 
対象施設 浄化槽放流水 浄化槽放流水 

区分 単位 基準値 実測値 基準値 実測値 

水質 

ｐH ─ 5.0～9.0 6.8 5.5～9.0 7.9 
COD mg/ℓ 400 85 750 181 
BOD mg/ℓ 100 32 500 333 
SS mg/ℓ 200 50.7 200 150 
n ﾍｷｻﾝ(鉱油) mg/ℓ 60 25.4 10 ― 
総リン mg/ℓ 8.0 1.9 1.0 ― 

 

 グローバルな環境管理 
2007 年度より、海外サイトも含めたグローバルな管理を行うことで、地球環境問題への取り組みや省エネ、

省資源、廃棄物抑制などの統一化を図りながら環境経営度アップを狙っています。ISO14001 認証取得へ
の推進と、認証済み工場の活動状況や指導・支援及び法規制への対応と監視データの共有化を推進する
事で、企業の社会的責任(ＣＳＲ)の一環としております。 

また、REACH･RoHS 指令などの化学物質の規制、管理についても、統一化を推進しています。 

海外サイト  適用される主な法規制、その他の要求事項  法令順守の確認状況 
台湾工場 環境法令とその他の要求事項含む 1 回/年・新規材料使用都度確認 
フィリピン工場 環境法令とその他の要求事項含む 1 回/年・新規材料使用都度確認 
中国（恵州）工場 環境法令とその他の要求事項含む 1 回/年・新規材料使用都度確認 
中国（深圳）工場 環境法令とその他の要求事項含む 1 回/年・新規材料使用都度確認 
中国（昆山）工場 環境法令とその他の要求事項含む 1 回/年・新規材料使用都度確認 
ベトナム工場 環境法令とその他の要求事項含む 1 回/年・新規材料使用都度確認 
タイ工場 環境法令とその他の要求事項含む 1 回/年・新規材料使用都度確認 

◇◇違違反反おおよよびび訴訴訟訟   

法令または条例の環境条項の違反を理由として、改善勧告、改善命令や罰則の適用を受けた事例はあり

ません。また、環境関連の訴訟を提起された事例もありません。 

◇◇苦苦情情報報告告   
2011 年度は、苦情についての報告は有りませんでした。 
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サプライチェーンマネジメント等の状況 
事業活動における環境配慮への取り組みは、事業活動の範囲内だけでなく、原材料の調達、部品・部材

の調達、製品等の購入、輸送、廃棄物処理等の様々なお取引先の協力が不可欠です。 
お取引先と情報を共有するために以下の取り組みを行い、事業活動の全領域で環境負荷の低減活動を

推進しています。 
 

◇◇おお取取引引先先共共通通   
環境活動の基本となる「環境方針」及び、その方針を実践するための具体的な依頼事項を伝達し、ご理解と

ご協力をお願いしています。 
 

◇◇おお取取引引先先個個別別   
 原材料部品等購入先 

資材調達においては、品質・価格・納期を総合的に評価し採用することが従来の方法でした。グリーン調達

は、環境性能に優れた資材調達が重要であるとの認識で、有害性の低い部品や原材料の評価・採用、環境

に対するお取引先の評価などを調達のファクターに加えています。 
環境保全の考え方をお取引先と共有し、共に環境保全に取り組むために環境に配慮した資材調達活動と

して「グリーン調達」のご協力をお願いしています。 

 廃棄物処理状況の立会検査 
廃棄物の適正処理状況を確認することは、排出事業者の責任です。双葉電子では、中間処理業者・最終

処分業者などへの訪問サイクル・確認項目などを手順に定め、定期的な現地立会いを実施して、廃棄物の

適正処理に取り組んでいます。 

 
【産業廃棄物の中間処理工場の確認を実施】 

 工事業者 
工事においても、騒音・振動・廃棄物等の環境負荷が発生する可能性があります。 
工事種別毎に発生が予想される環境負荷を周知し、その低減に対するご協力をお願いしています。 

 運送業者 
資材搬入、製品出荷などは、深夜又は早朝になる場合があり、近隣の方々に騒音のご迷惑をかける可能性

があり、アイドリングストップ、積み下ろし作業時の騒音防止などのご協力をお願いしています。 

 請負業者 
納品の際の包装・梱包での廃棄物になるものの納入自粛や通い箱化への移行などを含め、ご協力をお願

いしています。 
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グリーン購入・調達の状況 
資源・エネルギーの循環的利用を促進するためには、事業エリアにおける取り組みばかりでなく原材料や

部品及び事務用品などの購入・調達における環境配慮も重要です。 

◇◇生生産産材材   
 原材料・部品 

引き続き、2008 年から運用が開始されている

REACH（EU 全域に適用される化学品の登録、

認可、制限および届出）などの動向を注視しな

がら、適切に対応してまいります。 

また、環境関連の規制強化に伴い、グリーン調

達管理システムの見直しを推進し効率的に対

応してまいります。 
 

【海外の製品関連規制の  ⇒ 
 社内公開資料】 
 

 施設・設備 
施設・設備についても、その使用時・廃棄時に環境負荷が発生する可能性があります。 
これらの評価項目を「施設・設備アセスメント規定」に定め、運用しています。 
(1) アセスメントの実施時期 
 ・導入検討段階、廃棄段階で実施する 
(2) アセスメント項目 
 ・法規制、省資源、遊休設備再利用、使用電力、騒音レベル、安全性等 

◇◇非非生生産産材材   
 事務用消耗品 

製品を構成する資材以外の事務用品についても、環境対応商品の検索が容易にできるインターネットに

よる発注方法を導入し、グリーン購入を推進しています。 
2011 年度の環境対応商品の購入比率(数量ベース)は 66.1%、(金額ベース)は 57.1%となりました。 

 * 環境対応商品の定義 … 公的な環境ラベルに適合している商品 

 その他の非生産材 
その他の非生産材についても、グリーン購入を推進しております。代表的な実例は、以下の通りです。 
(1) 作業服        … エコマーク認定素材を採用しています。 
(2) 冊子、パンフレット … 再生紙、SOY インクを使用しています。 
(3) 社有車        … 原則としてガソリン車と規定しています。 

また、天然ガス車・ハイブリッド車は 3 台保有しています。更新時には、より環

境負荷の少ないものに切り替える方針です。 

（特設消防隊車両、５台含む。） 
(4) コンピュータ用紙、コピー用紙 … 再生紙に切り替えています。 
   （電子化などで使用量も必要最小限としています。） 

(5)  パソコン … 「パソコン導入・活用に関するガイドライン」にて ECO 製品を推奨。 

【低公害車の導入率の推移】 2006 年度 2007 年度 2008 年度 2009 年度 2010 年度 2011 年度 
a. 天然ガス車 2 2 2 2 1 1 
b. ハイブリッド車 2 2 2 2 2 3 
c. 低燃費かつ低排出ガス車 121 126 132 118 119 117 
(c のうち、4 つ星以上の車の台数) 19 34 41 38 42 47 
d. 低公害車を含む全車両台数 204 204 184 166 160 164 
導入率(%)  (a+b+c)/d 61.3% 63.7% 73.9% 73.5% 76.3% 73.8% 
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環境に配慮した新技術、DFE 等の研究開発の状況 
最新の技術と知識、柔軟で斬新な発想で、産業の発展に貢献する優れた製品を創造しています。 

当社は、「本質を直視して」を行動の規範とし、ものづくりの現場から業務執行全般に至るまで、常に本質を

見失うことなく事業を推進することにより、当社の経営理念である「産業界に基礎機材を供給し、工業社会の

発展に貢献する」ことを追求し、社会に有用な企業であり続けたいと念願しております。 

◇◇環環境境負負荷荷価価値値製製品品化化   
双葉電子は創業時から常に未来を見据えた独自性のある視点で、研究・開発に積極的に取り組んで

きました。 
その成果として、社会や暮らしの中に生かされている数多くの優れた製品を生み、社会の発展に大きく

寄与しています。 
開発研究所を市場に密着した各事業部門に組み込むことで、これまで続けてきた基礎研究の成果を

いち早く製品として具現化し、新たな柱となる新規事業の創造を積極的に進めていきます。 
 

  研究開発活動  
当社グループ(当社および連結子会社)は、持続的成長と企業価値の向上を目指し、各事業部門

および国内外の子会社が一体となり研究開発を推進しております。研究開発体制については、常

に活性化をはかっており、特に 2012 年４月１日には、商品化までのスピードを加速すべく、従来の

開発研究所の機能をより市場に近い各事業部門に移管し、研究開発体制のさらなる改革を進めま

した。また、大学・外部研究機関との共同研究にも積極的に取り組んでおります。 

 有機 EL ディバイス用透明乾燥剤 OleDry-F（オーレドライ エフ） 

有機 EL ディスプレイは、有機層を 2 枚のガラスで

挟む構造となっています。有機層は極端に水分を嫌

うため、通常、有機 EL 内には固形・シート状の乾燥

剤を置く空間が必要で、ディスプレイの薄型・軽量化

には限界がありました。 
新たに当社が開発した乾燥剤「OleDry-F」は、ディ

スプレイ内に直接充填できる透明な液体状の乾燥剤で、

余分な空間を必要としません。ディスプレイ内は

「OleDry-F」で充填されているため強度も上がり、ディ

スプレイの薄型・軽量・大型化も容易になります。構造的

に外部からの振動や衝撃にも強くなり、ディスプレイの

信頼性も大幅に向上。厚さ 0.3mm 以下の超薄型有機

EL や、フィルムをベースとしたフレキシブルな曲がる有

機 EL など今までに無いディスプレイが実現可能となり

ます。 

  研究･開発の状況  

2011 年度の取組みテーマ 

 金型用組込み部品塗料の Pb ﾌﾘｰ化 
 VFD 新規開発品種数の 100%を Cd･Pb ﾌﾘｰ半田 VFD
仕様 
 鉛含有量 0.2wt%以下に対応する VFD の要素技術開発 
 製品に使用する部品の小型化（省資源化） 
 環境付加価値製品化 

長生電子部品技術センター 
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環境負荷低減に資する製品・サービスの状況 
製品を生産、提供するためには天然資源やエネルギーが消費され、排ガス・廃棄物などが排出されます。

これは企画・生産に限らず、製品の使用や廃棄においても同様です。 
製品の生産から使用・廃棄までの環境負荷を低減するため「製品アセスメント規定」を定め、製品の全領

域での環境配慮に取組んでいます。 

◇◇有有害害物物質質のの使使用用抑抑制制   

EU の RoHS 指令では、鉛・水銀・カドミウム・六価クロム・PBB・PBDE の電気電子機器への使用を禁止し

ています。EU 以外の市場向けの製品であっても、有害物質の使用抑制は企業の責任であると捉えて、有

害物質を含有しない製品を開発し提案しています。 

蛍光表示管・鉛ハンダを使用しない製品の出荷状況      蛍光表示管・カドミウム蛍光体を使用しない製品の出荷状況 
 

 

 

 

 

 

 

 
車載向けの新規開発製品につきましては全て Pb フリー半田 VFD 仕様となっております。 
既存品にあってもPbフリー製品への切り替えに向け、ユーザーへの提案を実施しています。 

 

◇◇輸輸送送にに伴伴うう梱梱包包材材   

 木製パレットの再使用 
精機部門では、プレス金

型用部品、モールド金型用

部品、プレシジョンプレート

の商品出荷に使用される木

製のパレットを回収して再

使用しています。 

 

【回収件数と数量の推移】 
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生物多様性の保全と生物資源の持続可能な利用の状況 
生物多様性の恵みを将来にわたり享受できる持続可能な社会の実現に向け、生物多様性の保全に取り組

んでいます。 

双葉電子での、国内の生産主要拠点である長生工場は、事業活動によって地域の生物多様性に重大な影響

を及ぼす事の無いように、自然環境の保護に努めています。 

◇◇自自然然環環境境のの維維持持、、保保護護   

 所有地内の生育・生息の保護 
長生工場は、330,000 ㎡の敷地の中に調整池を保有しており、それに隣接して湿地帯が維持されています。

この調整池と湿地帯では多様な生物が四季の変化に対応して、生物遺伝資源の増殖を営みながら少しずつ

健全な生態系の維持を行っています。我々もこの生態系の生育と生息を壊すことの無い様に、生息環境の保

護、餌資源の確保や営巣木、ねぐら木になる樹木の保全に努めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

当社の技術・製品の発信地である主力工場「長生工場」は、事業活動によって地域の生物

多様性に重大な影響を及ぼすことのないように、自然環境の保護に努めています。10 万坪

の工場敷地内には調整池が設けられ、工場設立時にこの池に存在した湿地帯を維持して

います。湿地帯にはモウセンゴケなど多様な水生植物が自生し、調整池にはアオサギ、カワ

セミなど多くの野鳥が集い、豊かな生態系が維持されています。当社では、この環境の永続

的な維持・保護のため、毎年定期的な整備を実施しています。 

調整池に休息に訪れた 
アオサギ 湿った裸地に生息する 

食虫植物 コウモウセンゴケ 
湿った裸地に生息する 

食虫植物 ナガエモウセンゴケ 

世界の熱帯と温帯に 
10 種類ほど分布するガマ 

長生工場群内 
調整池と湿地帯 

池に自生する一年草 
水草  ヒシ 

多年性の水生植物 
ヒメスイレン 

調整池で羽を休める 
カルガモ 
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環境コミュニケーションの状況 
国内外において、企業の社会的責任(CSR)への関心が深まり、環境への配慮を企業経営に反映させているか

の情報開示のための環境報告書を作成し、それをインターネット上で公開しています。 
また、ご意見・お問い合わせ窓口も設置、社内イントラネットの活用により社内外のコミュニケーションを図って

います。 

◇◇環環境境報報告告書書のの発発行行   

2002 年版よりホームページにて社外公表しました。本報告書が 11 回目の公表となります。 

2011 年度には、月平均 2,460 件のアクセスをいただきました。今後も内容の充実を図りながら、 

毎年発行致します。 

 
【社会・環境への取り組みのホームページ】     【ＨＰアクセス件数推移】 

◇◇社社外外ココミミュュニニケケーーシショョンン    

ご意見・お問い合わせの窓口を設けています。この窓口にお寄せいただいたご意見・お問い合わせやアン

ケートには、環境コミュニケーション管理規定に基づき積極的に対応しています。 
2011 年度の状況は以下のとおりです。 

お問合せ内容  主な事例  件数  
お取引先からの調査 製品に含有される化学物質使用状況調査・含有成分調査  380 
お取引先からの要請 環境活動への協力依頼  － 
行政・報道からの要請 環境活動・化学物質管理の調査、廃棄物処理状況  15 

◇◇社社内内ココミミュュニニケケーーシショョンン    

2003 年 7 月より社内イントラネットに環境に関するホーム

ページを掲載し、社員への啓蒙活動のツールとして活用し

ています。 

ISO14001 の解説、全社規定、外部審査・内部監査の状

況、法規の制改定情報、環境関連情報などを掲載し、毎月

更新を行っています。また、環境方針の社内掲示・啓蒙ポ

スター掲示・環境管理カードの全社員への配布を行い、社

内コミュニケーションを図っています。 
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環境に関する社会貢献活動の状況 
事業所周辺の自主的清掃活動の実施、地域社会の清掃ボランティア活動への参加、環境保全基金への協

力など、社会の環境保全活動、地域社会の活性化活動にも積極的に取り組んでいます。 

◇◇事事業業所所周周辺辺のの環環境境保保全全   
 全社の取り組み 

双葉電子では、営業所を含む全事業所において

周辺の自主的清掃活動を年２回実施しています。 
2011 年度は、延 377 名が参加して 242kg の廃

棄物を回収し周辺の美化に努めました。

 
 

   

 部門の取り組み 
本社部門では、全社の活動に加え、工場近隣の公園などの清掃活動も実施しています。 
また、明石精機工場では近隣各社と合同で自主的清掃活動を毎月実施しています。 

 

◇◇ちちばば環環境境再再生生基基金金   
「ちば環境再生基金」は、ふるさと千葉の

自然環境保全と再生及び「環境づくり日本

一の千葉県」を目指し、千葉県が（財）千葉

県環境財団に設置した基金です。 

毎年社員の方にご協力いただいている募

金活動が、千葉の自然の保全と再生に貢

献したとして、9 月 27 日に千葉県環境財

団の理事長様が来社され、感謝状を受領

しました。 

  

実施年月 参加者数 回収重量 
2009 年 5 月 213 名 125kg 
2009 年 11 月 182 名 166kg 
2010 年 5 月 199 名 166kg 
2010 年 11 月 177 名 160kg 
2011 年 5 月 185 名 122kg 
2011 年 11 月 192 名 120kg 
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環境に関する社会貢献活動の状況 
 
◇◇地地域域へへのの社社会会貢貢献献   
 もばら阿波おどり 

今年も「第 35 回もばら阿波おどり」が開

催されました。 

今年のもばら阿波おどりは東日本大震

災を受け、踊りを観に来ていただいた

方々を元気づけ励ますという趣旨から表

彰式はありませんでしたが、おどり本番

ではベテラン・新人が一緒になり元気よ

く一生懸命踊り、観客の方々に感動して

いただけたと思っております。 

また「第 57 回茂原七夕まつり装飾コン

クール」において、当社出展のお飾りが、

「特別賞/茂原中央ロータリークラブ会長

賞」を受賞いたしました。 

 

 

  特設消防隊  
双葉電子工業特設消防隊は、1967 年

2 月に創設され、2012 年 2 月で 45 周

年を迎えました。創立当初は隊員 10 名、

年間 5 回の出動でありましたが、現在で

は隊員 64 名年間 41 回の出動を数える

ようになりました。 

当社特設消防隊は 5 台の消防車を配

備し、社内だけでなく近隣の火災などに

も出動し、長生郡市広域市町村圏組合

消防本部との連携をとりながら、地域貢

献の一環として地域防火活動の一翼を

担っております。 
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温室効果ガスの排出量及びその低減対策 
地球温暖化の主要因とされる温室効果ガスの排出抑制に取り組んでいます。 

◇◇中中長長期期目目標標及及びび集集計計範範囲囲   
国内サイト、連結サイトの中長期目標を策定し、温室効果ガスの削減に取り組んでおります。また、集計範囲

についても地球温暖化対策推進法に基づき集計しています。 

【中長期目標】 

サイト 中長期目標  
国内サイト CO2原単位を 2012 年度までに 1990 年度比 8%削減する 
連結サイト CO2原単位を 2012 年度までに 2004 年度比 8%削減する 

 ＊実質生産高…日銀の国内企業物価指数で補正して算出 

【集計範囲】 

地球温暖化対策推進法に定められた温室効果ガス  当社の事業活動  集計範囲  

エネルギー起源二酸化炭素  
電気、燃料の使用 ○ 
製品の輸送 ×（微量） 

上記以外の温室効果ガス 

非エネルギー起源二酸化炭素 封着ガス ○ 
メタン 排水、下水等の処理 ○ 
一酸化二窒素 燃料の燃焼 ○ 
ハイドロフルオロカーボン類 － － 
パーフルオロカーボン類 － － 
六ふっ化硫黄 － － 

 ＊製品の輸送による温室効果ガスの排出は微量なので集計しない 

 

◇◇国国内内ササイイトトのの状状況況   
2011 年度の国内サイトにおける CO2総排出量は 1990 年度比で 72.8％、前年より 7.0％改善せれました。 

また、実質生産高当りの CO2原単位は 1990 年度比で 101.7％、前年より 3.0％改善されました。 

今後、照明設備や空調設備等を高効率機器への転換や、更なる節電活動を展開し 2012 年度 CO2 原単位

1990 年度比 8％削減を目指して継続的改善を続けてまいります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

100.0 

81.5 
86.6 

94.6 92.3 

83.3 

73.0 
78.2 

72.8 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

1990 ・・・・・ 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011

％

t－ＣＯ２ 国内・総排出量の推移

排出量

90年比

100.0 

91.5 

94.6 
97.9 95.0 

105.9 103.2 104.5 101.7 

92.0 

0.0 

5.0 

10.0 

15.0 

20.0 

25.0 

30.0 

35.0 

40.0 

45.0 

1990 ・・・・・ 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 ・・・・・ 2012

％

t－ＣＯ２／億円 国内・実質生産高原単位の推移
原単位

90年比



 

- 26 - 
 

温室効果ガスの排出量及びその低減対策 
◇◇連連結結ササイイトトのの状状況況   

2011 年度の連結 CO2総排出量は 2004 年度比で 79.8％、前年比で 12.0％改善されました。 

また、実質生産高あたりの CO2原単位は 2004 年度比で 93.9%、前年より 23.0％増加しました。 

今後は海外サイトにおける低効率設備等を高効率機器へ切替や省エネ活動の促進をはかってまいります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

◇◇省省エエネネのの事事例例   

当社では 2 回/年の社内省エネ研究発表会を開催しています。 

 

 照明設備の単独スイッチの取付 
これまでグループ毎の照明スイッチの為、照明器具単

体での点消灯ができないところがありました。 

これを改善する為、約 300 台の照明器具にひも付スイ

ッチを取付け一層細かな消灯が行えるようにしました。 

 

 

 
 水冷式空気圧縮機の廃熱利用 

空気圧縮機で発生する熱は、冷却水によって冷却塔から排熱されます。 
この廃熱を回収してクリンルーム用空調の温度調整に利用することにより従来の蒸気ボイラによる温度調整の

ガスエネルギーを大幅に軽減しました。 

◇◇電電力力使使用用制制限限令令   

東日本大震災の影響による電力不足から電力使用制限が発令され、当社の対応として各工場にデマンド計

を設置してリアルタイムの監視を行い 2010 年夏のピーク電力に対して 15%削減という使用制限に対し 20%
削減を目標に設定し取組みました。工場操業時間のシフト・空調運転管理・照明の消灯などの施策を講じ最大

使用電力の抑制に努め、その結果ピーク電力は前年と比較して 28%減となり電力使用制限令の目標を大幅

に達成しました。 
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廃棄物等総排出量、廃棄物最終処分量及びその低減対策 
廃棄物の発生抑制は、資源循環型社会を構築するためには重要な課題です。当社では、グループ全体でゼ

ロエミッションを達成すべく、再資源化率 99%以上をゼロエミッションと定義し、工場から排出される全てのもの

に対して再資源化に取り組みながら、廃棄物の排出抑制と処分費用の低減に取り組んでいます。 

◇◇国国内内ササイイトトのの取取りり組組みみ   

 工場排出物の削減と再資源化活動 
2011 年度の廃棄物の発生量は 2010 年度と比較し 74t 減少し、処分量は 24t 減少しました。 
総排出量では 179t 削減され、再資源化率は 99.9%となり国内サイトでのゼロエミッションは継続推移されま

した。 

 

 

 

 

 

 

 

再資源化の主な取り組みとして、紙類のリサイクル化はすでに認証取得年より実施していましたが、機密書

類については、情報流出の面からシュレッダー、焼却処理が行われていました。現在は全ての紙類の完全

機密化が保たれる事が確認された為、リサイクル化を実施しています。 
 

 

 

 

保存箱回収 → 処理業者へ納入 → 粉砕処理 → 溶解カレット化 
 紙類は処理業者により溶解カレット化され、再資源化されます。 

  処理費用削減  
廃棄物の処理費用低減も会社としての資源有効化の一つと考え、発生する廃棄物の徹底分別による処理

方法と、業者との取引価格の見直し等を行い処理費用削減に取り組んでいます。 
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廃棄物等総排出量、廃棄物最終処分量及びその低減対策 

廃棄物の発生抑制は、資源循環型社会を構築するためには重要な課題です。当社では、グループ全体で

ゼロエミッションを達成すべく、再資源化率 99%以上をゼロエミッションと定義し、工場から排出される全ての

ものに対して再資源化に取り組みながら、廃棄物の排出抑制と処分費用の低減に取り組んでいます。 

◇◇海海外外ササイイトトのの排排出出実実績績とと処処分分のの状状況況   

2007 年度より、海外サイトでも国内サイト同様に廃棄物の発生削減と再資源化促進活動を推進してきました。

工場立地国の環境法が日本と違うため、法の遵守を優先しながら連結でのゼロエミッション実現に向けた取り組

みを推進してきましたが、目標とした 2011 年度連結ゼロエミッションの達成には至りませんでした。 

 

 

 

 

 

 

（注） 上記グラフは、工場排出物に対する再資源化と廃棄処理の割合で示しています。 
 廃棄物だけの割合ではありません。（有価物処理も含む） 
 

◇◇廃廃棄棄物物排排出出実実績績とと占占有有率率   

右図は 2011 年度の当社海外サイトと国内サイト

の廃棄物の総排出量と排出占有率です。 

廃棄物の排出量削減と再生資源化に力を入れ、

資源の有効化に取り組みます。 

また、海外サイトについては国内サイトの削減化

推進内容及び再資源化の方策の共有化を図りな

がら、連結でのゼロエミッション達成に向けて取り

組んでいます。 
 

◇◇工工場場排排出出物物処処理理状状況況推推移移   
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廃棄物等総排出量、廃棄物最終処分量及びその低減対策 
 

◇◇今今後後のの取取組組   

国内サイトでは、廃棄物の排出削減と廃棄物処理費用の低減に取組み、資源の有効化と経費の削減を

推進して行きます。 
今後、更なる廃棄物の総排出量削減、分別の徹底による再資源化率の向上を目指し、更なる排出削減活

動の継続強化を図っていきます。 

国の普及促進項目である、電子マニフェストによる適正な処理の促進に努めます。 

海外サイトについては、各国の法的規制を遵守しながら廃棄物の排出削減と処理方法の適正化及び資

源の有効化を視野に入れて、適正な処分とリサイクル又は有価処理への移行を検討しながら経費の削減も

含めた対応を実施し 2012 年度連結ゼロエミッションの実現を目指します。 
 

化学物質の管理方針及び管理状況 
化学物質は、生産活動に不可欠である反面、管理方法等を間違えると環境汚染を引起す可能性があり

ます。環境汚染を防止するため、以下の取り組みを行っています。 
 

◇◇ PP RR TT RR 対対象象物物質質のの排排出出量量低低減減   

2011 年度は、排水処理施設の改修工事に

伴い、塩化第二鉄の使用量が大幅に増加

（35t）となった為、排出届出量が増加しました。 

一方、生産量の落ち込みに伴いテトラクロロ

エチレンの使用量は、1.7t 減りました。 

 

2012 年度は、さらなる使用量及び排出抑制

対策の推進と代替品への切り替えを進め、環

境負荷の低減に努めます。 
 
 
 
 
     

◇◇アアススベベスストトのの管管理理   
当社では、アスベストを生産しておらず、原材料としても使用しておりません。飛散性アスベストに対する対策

工事は完了しており、アスベストの飛散は防止ができておりますが、今後、除去を予定しております。 
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化学物質の管理方針及び管理状況 
◇◇フフロロンンガガススのの管管理理   

フロンガス使用空調機は、フロンガスを大気放出させない作業に努めるとともに廃棄時には適切な回収と処理

を継続しております。 

2011 年度、オゾン層破壊係数の高い CFC 使用空調機 8 台を代替えフロン化しました。 

オゾン層破壊係数の高い CFC 使用空調機の代替フロン化を、2015 年までに順次実施してまいります。 

◇◇ PP CC BB 廃廃棄棄物物のの処処理理   

PCB 廃棄物はポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法に準じて、2016 年 7 月

までに適正に処理を行うことが義務付けられています。 

当社は該当する PCB 含有機器 33 台について早期処理申請を行っておりますが、本年度は処理日が決定さ

れませんでした。また、使用中の低濃度 PCB 含有機器については、2012 年度末までに順次停止し「特別管

理産業廃棄物管理基準」に従い、専用の保管場所において適正に管理すると共に、届出を行っています。 

現在保管されている PCB 含有機器につきましても、再度濃度レベルの調査を実施し、早期処理完了に向け

た取り組みを実施してまいります。 

 

【PCB 廃棄物の保管及び早期処理申請の状況】 

廃棄物の種類 保管内容 早期処理申請済 
数 量 数 量 

高圧コンデンサ 33台 4,940kg 33台 4,940kg 
変圧器 27台 22,100kg － － 
油 1缶 129kg － － 
安定器 1缶 96.7kg － － 
ウエス 3缶 48kg － － 

 

 

  監督官庁による保管状況立ち入り検査  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

2011 年度は、監督官庁における PCB 廃棄物の保管状況立入り検査が、1 回/2 拠点で実施されました。 
保管状況における指導等は、ありませんでした。 
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環境会計情報 
環境保全への取組みを、効率的かつ効果的に推進しながら、事業活動での環境保全コストとその活動結果

により得られた効果を算出することで、持続可能な発展を目指し利害関係者と有効な関係を保つよう努めて

います 

◇◇環環境境投投資資とと環環境境保保全全ココスストト   
 環境投資 

2011 年度、地球環境保全コストでは省エネ対応として、空調設備・照明設備の更新に 221.3 百万円を投資しま

した。 
 環境保全コスト 

2011 年度の環境保全コストは、当社グループ合計で 251.1 百万円となり、その内、事業エリア内コストが

47.6%、管理活動コストが 9.0%、研究開発コストが 42.8%となりました。 
環境保全コストの総額は 472.4 百万円となり、連結売上高の 0.8%を占めました。 

【2011 年度費用明細】  単位：M￥ 
費用及び投資項目 

項目 主な項目 費用 投資額 
1 事業エリア内コスト    
 ・公害防止コスト ①公害防止コスト 22.0 210.8 
  ②その他 0.5  
 ・地球環境保全コスト ①地球環境保全コスト 4.9 10.5 
  ②その他 60.8 

  ・資源循環コスト ①資源の効率的利用のためのコスト 0.1 
  ②廃棄物のリサイクル等のためのコスト 4.0  
  ③廃棄物の処理・処分等のためのコスト 26.7  

  ④その他 0.5  
小計  119.5 221.3 

2 上・下流コスト ①グリーン購入と通常購入との差額コスト －  
  ②製品等の回収、リサイクルのコスト －  

  ③その他 －  
小計    

3 管理活動コスト ①環境マネジメントシステムの管理・運用コスト 5.9  
  ②環境情報の開示及び環境広告のためのコスト 0.1  
  ③環境負荷監視のためのコスト 10.0  
  ④環境マネジメントシステムの教育コスト 6.2  

  ⑤環境に著しい影響を与え得ると特定された作業に 
関連する環境教育 0.4  

  ⑥環境法規等によって必要資格が義務づけられている 
業務に関する教育 0.1  

  ⑦原材料から廃棄に至るあらゆる面での環境配慮を 
するための技術者教育 －  

  ⑧内部環境監査員教育 0.1  
小計  22.8  

4 研究開発コスト ①環境保全に資する製品等の研究開発コスト 73.0  

  
③製品等の製造段階における環境負荷の抑制のための 
研究開発コスト 34.6  

小計  107.6  
5 社会活動コスト  1.2 

 6 環境損傷対応コスト  － 
7 その他のコスト  － 

合計 
251.1 221.3 

472.4 
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環境会計情報 
環境保全への取組みを、効率的かつ効果的に推進しながら、事業活動での環境保全コストとその活動結果

により得られた効果を算出することで、持続可能な発展を目指し利害関係者と有効な関係を保つよう努めて

います。 

◇◇経経済済効効果果   
環境投資及び環境保全コストによる環境経済効果は実質的効果と推定的効果を合わせ 468.0 百万円に

なります。主な内容は下表に示します。 

  経済効果  
 単位：M￥ 

経済効果  

分類 項目  主な効果内容と経済効果算出式  効果金額 

実
質
的
効
果 

水道光熱費削減額 省エネ活動によるエネルギー削減 

（前年度水道光熱費－当年度水道光熱費） 
14.5 

廃棄物処理費削減額 排出量低減による処理費用削減 
（前年度廃棄物処理費－当年度廃棄物処理費） 5.2 

有価物売却益 廃棄物処理から有価物処理へ移行した事による利益 
（廃棄物分別による有価物の売却額） 192.0 

水使用量の削減額 排水再生処理後の循環利用による水使用量の削減 
（再生水使用量×水道費） 13.0 

小 計  224.7 

推
定
的
効
果 

R&D(製品研究開発) 
利益貢献額 

環境対応製品の商品化による利益貢献 
（売上高×環境配慮ポイント） 85.2 

生産付加価値寄与率 事業エリア内における環境コストの付加価値寄与 
（生産高－材料費）×事業エリア内コスト/製造経費 95.6 

環境教育効果 監査員養成を内部教育で実施した事による削減効果 
（内部環境教育受講者×外部で受講した場合の費用） 1.3 

宣伝効果 ホームページアクセスによる宣伝効果 
（環境ホームページアクセス数×環境報告書単価） 8.8 

処理水回収による削減効果 排水処理水回収による、経費削減 
（処理水再利用装置設置による回収再利用） 47.0 

エネルギー使用の合理化に

よる効果 
エネルギー使用合理化期待効果 
（中期計画によるエネルギー使用量削減効果） 5.4 

小 計  243.3 

合  計 468.0 
 
環境投資   環境保全活動に対する支出のうち、財務会計の固定資産投資に相当するもの。 
環境保全コスト 環境保全活動に対する支出のうち、財務会計の費用に相当するもの。 
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ご意見・ご感想をお聞かせください。 

 

 
 
 
この報告書には、双葉電子の 2011 年度の環境への取り組みの状況を掲載いたし

ました。 
 
この報告書をお読みいただいた皆様のご意見・ご感想をお聞かせ下さい。 

皆様からの貴重なご意見は、これからの双葉電子の環境への取り組みを進める上で

の参考とさせていただきます。 
 
次ページのアンケート用紙をご記入の上、ファクシミリにて送付をお願い致します。 
 
ご記入いただいた内容は、この環境報告書の改善のために利用させていただき、

他の目的で使用することはございません。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

双葉電子工業株式会社 ＣＳＲ統括部 リスク管理グループ 環境管理ユニット 
FAX 0475-32-6146 
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お手数ですが、下記アンケートにご記入のうえ、ＦＡＸをお願い致します。 
 
Ｑ１．環境報告書をお読みになってどのようにお感じになりましたか？ 

①わかりやすい 
②わかりにくい（理由など： ） 

Ｑ２．環境報告書をお読みになって、印象に残った項目をお選びください。 
①経営責任者の諸言 ②報告対象組織の範囲と環境負荷の捕捉状況 
③事業の概要 ④環境配慮の取組みの目標、計画、実績の総括 
⑤事業活動のマテリアルバランス ⑥事業活動における環境配慮の方針 
⑦環境マネジメントシステムの状況 ⑧環境に関する規制の遵守状況 
⑨サプライチェーンマネジメント等の状況  
⑩グリーン購入・調達の状況 ⑪環境に配慮した新技術、DfE の研究開発の状況 
⑫環境負荷低減に資する製品・サービスの状況  
⑬生物多様性の保全と生物資源の持続可能な利用の状況 
⑭環境コミュニケーションの状況 ⑮環境に関する社会貢献活動の状況 
⑯温室効果ガスの排出量及び低減対策  
⑰廃棄物等総排出量、廃棄物最終処分量及びその低減対策 
⑱化学物質の管理方針及び管理状況 ⑲環境会計情報 

Ｑ３．この環境報告書を何でお知りになりましたか？ 
①双葉電子ホームページ ②双葉電子社員 ③その他（ ） 

Ｑ４．この環境報告書についてご意見・ご感想などをお聞かせ下さい。 

 

 

 

 

 

ご協力ありがとうございました。お差し支えなければ下記項目のご記入もお願い致します。 

Ｑ５．この環境報告書をどのような立場でお読みになりましたか？ 
①お客様 ②株主・投資家 ③お取引先 
④工場近隣にお住まいの方 ⑤政府・行政関係 ⑥環境 NGO・ＮＰＯ関係 
⑦報道関係 ⑧企業の環境ご担当 ⑨その他（ ） 

Ｑ６．性別 
①男性 ②女性 

Ｑ７．年齢 
①１０代 ②２０代 ③３０代 
④４０代 ⑤５０代 ⑥６０代 
⑦７０代 ⑧８０歳以上 

Ｑ８．お名前 Ｑ９．ご職業 

〔        〕 〔        〕 
Ｑ１０．ご住所/TEL 

 

双葉電子工業株式会社 ＣＳＲ統括部 リスク管理グループ 環境管理ユニット 
環境報告書（2012） FAX 0475-32-6146
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本社 〒297-8588 千葉県茂原市大芝 629 

   TEL：0475-24-1111（大代表） 

 

●  この報告書に関するご意見、お問い合わせは下記で承っています。 

ＣＳＲ統括部 リスク管理グループ 環境管理ユニット 

〒299-4395 千葉県長生郡長生村薮塚 1080 

TEL：0475-32-6095 

FAX：0475-32-6146 

e-mail：下記ＵＲＬの「環境への取組みに関するお問い合わせ」ページから 

（お問い合わせフォームへ）をクリックし、表示されるフォームにてお願い致します。 

 

●  この報告書は、当社ホームページにて公開しています。 

ＵＲＬ http://www.futaba.co.jp/environment/index.html 

 

 

 


